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女性の活躍推進で地方創生・日本再生～今こそウーマノミクス～ 

－女性活躍の障害を取り除く！！－ 

 は じ め に 

女性の活躍推進は・・・ 

 ○ 日本の国際競争力を高めます！ 
    男女共同参画の観点からも、日本の国際的な競争力を高めるためにも、女性の活躍を推進することは重要な視点です。 
 

 ○ 個人も幸せになり、日本社会の活力向上につながります！ 
    女性が働きやすい職場環境は、性別や年齢にかかわらず、多様な人材の、意欲とやりがいを持った多様な働き方を可能にす 

      るとともに、生産性を高める上でも優位となり、個人のゆとりある暮らしをかなえ、生活満足度、幸福度を高めて、日本の活 
  力向上につながります。 
 

 ○ 今、気運の大きな流れがあります！ 
    政府は現在、一億総活躍社会の実現を目指し、女性の活躍促進は重点政策の柱に据えられ、女性の活躍推進は今、それを 
       加速しようとする気運の大きな流れにあります。 

 

 ○ しかし、職場環境や支援態勢はまだまだ不十分です！ 
         男女雇用機会均等法が施行されて３０年、制定時に比較すれば、女性労働者数も女性管理職者数も増加してはいるものの、 
  女性が活躍する上での職場環境や支援態勢などが十分に整ったとは言い難い状況です。 
  

  ○ 実効には十分な予算が必要です！ 
    女性活躍推進法が施行されたこの機を捉え、今こそ、予算をしっかり確保して実効性ある取組みにより、女性の活躍できる 
   社会づくりを強力に前進させなければなりません。 

 

  ○ 政府と地方が一体となって取り組むことが重要です！ 
    女性の活躍を阻害する課題を明らかにし、働き方の見直しや男性の家事・育児・介護への参画、ワーク・ライフ・バランス 
     の推進など、地方と政府が力を合わせて施策に取り組むことが、地方を創生し、日本の再生につながります。  
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女性の活躍－ウーマノミクス－を推進する経済的効果 
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女性が働くと世帯収入が増加→消費が活発化→企業収益拡大→投資増加・賃金上昇→経済の好循環・経済の拡大 

労働市場における男女平等等が実現
すれば、今後２０年で日本のＧＤＰは
20％近く増加することが予測される。 

【2012年ＯＥＣＤ「男女間の格差縮小の
ために今行動が求められている】 

日本が女性による労働参加をＧ７
（日本とイタリアを除く）のレベルに引
き上げられれば、一人当たりのＧＤＰ
は、約４％増となると推計される。 

さらに、女性の労働参加率を北欧レ
ベルにまで引き上げられれば、一人
当たりのＧＤＰをさらに４％引き上げ
ることが可能になる。 

【2012年ＩＭＦ「女性が日本を救う」】 

日本の女性の就業率が男性並みに
上昇すれば、820万人が労働人口に
加わり、日本のＧＤＰを最大で15％
押し上げる可能性がある。 

【2010年ゴールドマンサックス「日
本：ポートフォリオ戦略 ウーマノミク
ス3.0：待ったなし】 

342万人の女性の潜在労働力（就業
希望者）の就労により、雇用者報酬
総額が７兆円程度（ＧＤＰの約1.5％）
増加する。 

【2012年男女共同参画会議基本問
題・影響調査専門調査会報告書】 

ワーク・ライフ・バランスに対する取組みと粗利益率の関連（「何
もしない型」の粗利益率を１とした場合） 

ワーク・ライフ・バランス（育児・介護支援など）に
取り組む企業の業績が上がる 

女性の活躍推進が進んでいる企業ほど 
利益率が良い（役員） 

企業の業績と女性役員の比率 

女性の活躍推進が進んでいる企業ほど 
利益率が良い（管理職） 
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女性管理職比率と利益率との関係 

女性管理職比率
平均以下 

女性管理職比率
平均以上 

5.3％ 

2003年 経済産業省 男女共同参画研究会 

殆ど何もしない型 
「法を超える育児介護支
援」と「雇用者が柔軟に働
ける制度」の両方取組度
合いの高い企業 

「法を超える育児介
護支援」成功型 

※１『殆ど何もしない型』＝「法を超える育児介護支援」と「雇用者が柔軟
に働ける制度」の両方の取組度合いの低い企業 

※２『法を超える育児介護成功型』＝「育児介護支援」が生産性にどう影
響を与えたかについて、人事担当者の評価により『成功型』『無影響型』
『失敗型』に分類。『成功型』は人材活用のために取り組むという意識が
高く、推進本部の設置等積極的な取組を行う企業が多い。 
※『仕事と生活に関する国際比較調査』（2009年経済産業研究所）の日
本企業データの分析結果の一部を用いて作成。 
 
出典：ＲＩＥＴＩ ＢＢＬ（2011年12月21日）「企業のパフォーマンスとＷＬＢや

女性の人材活用との関係：ＲＩＥＴＩの調査から見えてきたこと」山口一夫
シカゴ大学教授 、ＲＩＥＴＩ客員研究員 
 

注）ROE,ROS,ROICデータは、2001～2004年の平均値。役員数は2001年
及び2003年。「フォーチュン500」企業（520社）を対象。 
（出所）Catalyst「 The Bottom Line ; Corporate Performance  and 
Women’s Representation on Boards」（2007） 
※ Catalystは、女性と企業分野における米国を拠点とした代表的な
NPO 
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女性の就業を次のステージに押し上げるために 
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男女雇用機会均等法施行３０年 

女性活躍推進法施行    元年 
平成２８年 女性の就業は次のステージへ 
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女性の労働力人口

2003万人 
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（万人・万世帯） 
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男女雇用機会均等法施行３０年  
⇒ 女性の就労者は増加し、女性管理職も少しずつ  
  増えてきてはいるが、女性の「活躍」はまだまだ 
  進んでいない 

平成２８年  
  女性活躍推進法施行 元年 
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Ⅰ 【現状分析】 

  男女雇用機会均等法から３０年－女性の就業はどのように変わったか？ 

（１）生産年齢人口の減少と女性の潜在労働力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 
（２）出産・子育て期の就業継続の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 
（３）雇用形態の変化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 
（４）女性の採用・登用状況等の変化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
（５）女性の起業の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

Ⅱ 【課題解決に向けた提言】 
  女性活躍の障害を取り除く        

（１）硬直的な労働市場と長時間労働・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 
（２）硬直的な職場慣習と女性の就業を支援する子育て環境の未整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 
（３）子育てしながら再就業を希望する女性の就業を支援する環境の未整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 
（４）進まない男性の家事・育児への参画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 
（５）進まない男性の介護への参画と介護を支援する社会環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 
（６）子育てと介護のダブルケアを行う者が勤務を継続できる環境の未整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 
（７）採用・任用・昇進、賃金等雇用の機会に現存する男女格差・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 
（８）女性のキャリア開発・登用促進の支援策の不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 
（９）進まない女性の起業環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 
（10）女性の就業拡大を阻む税・社会保障制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 
（11）本気度は予算でわかる！財源措置が不十分 その１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・２０ 
                                 その２・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・２１ 

目  次 



Ⅰ 男女雇用機会均等法から30年－女性の就業はどのように変わったか？ 
（１）生産年齢人口の減少と女性の潜在労働力 

・生産年齢人口は年々減少 ・多くの職種で既に人手不足が顕在化 

出典：総務省/国勢調査、日本長期統計相談及び人口推計（人口問題研究所「人口統計資料集2016」） 
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出典：厚生労働省/Ｈ28  3月 一般職業紹介状況(職業安定業務統計) 
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就業希望者の対人口割合＋労働力率 

就業希望者 
３０１万人 

出典：総務省/H27労働力調査 

・女性の就業率は過去最高 ・女性の潜在労働力（就業希望者）は３０１万人 ・25～54歳の男性の労働力率は95％超、
女性は約75％ 

⇒ 女性が就業に意欲を持ち、個人の希望に合わせた働き方ができる環境づくりが必要。 

出典：総務省/ H27労働力調査 
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 〇生産年齢人口が年々減少している中、既に多くの職種で労働力不足が顕在化している 
 〇女性の就業率は年々上昇し、平成27年に過去最高の64.6％となった 
 〇一方で、若い世代の労働力率は男性に比べ女性は低い 
 〇しかし、女性の潜在労働力（女性の就業希望者）は301万人存在する 
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Ⅰ 男女雇用機会均等法から30年－女性の就業はどのように変わったか？ 
（２）出産・子育て期の就業継続の状況 

 〇年齢階級別に女性の労働力率をみると、出産・子育て期を迎える20代後半から30代後半で労働力率が大きく下がる 
   「Ｍ字カーブ」の底は、年々浅くなっているが、有配偶の若い年代（20代～30代）では、依然5割台 
 〇第一子の出産を機に６割超の女性が離職。この状況は過去30年間ほとんど変わらない 
 〇非労働力人口における、女性の就業希望者301万人のうち、25～44歳が50.7％(153万人)と約半数を占める 
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⇒ 女性のライフステージに合わせて就業を継続できる環境づくりが必要。 

出典:総務省/H26労働力調査 
出典:総務省/H27労働力調査 

・非労働力人口のうち、女性の就業希望者
が多い年齢階級は25～44歳 
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女性の年齢階級別労働力率（都道府県別比較） 

30～39歳で 
約20%の差 

出典:総務省/H22国勢調査 
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Ⅰ 男女雇用機会均等法から30年－女性の就業はどのように変わったか？ 
（３）雇用形態の変化 

 〇共働き世帯は1985年頃から急激に増加。1997年に専業主婦世帯と逆転。2015年に初めて5割超。 
 〇男女を合わせた非正規雇用者は、1985年 657万人から2015年1979万人と30年余りで 約3倍に。 
 〇男性の非正規雇用者は約2割であるのに対し、女性は６割近くが非正規雇用。  

・非正規雇用割合は男女共に増加傾向 

600 

800 

1000 

1200 

80 83 86 89 92 95 98 01 04 07 10 13 

（万世帯） 

1,077 

共働き世帯 

専業主婦世帯 

720 

  出典：総務省／労働力調査 

（年） 

・1997年を境に共働き世帯数が専業主婦世帯数を逆転 
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⇒ 共働き世帯数の増、非正規雇用者数の増など、雇用形態の変化に対応した労働基盤の整備が必要。 

出典：総務省/H27労働力調査 
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634 

470 

1345 

7.4% 

21.9% 

32.1% 

56.3% 
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0 

200 

400 
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1000 
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1400 
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（万人） 

非正規雇用者数（男性） 非正規雇用者数（女性） 男性非正規比率 女性非正規比率 

  出典：内閣府／Ｈ１７国民生活白書 

・女性の生涯所得の違い 

税収減 
→ＧＤＰにも影響が！ 

  
大卒女性 生涯所得 
（退職金を含む） 

逸失額 

就業を継続した場合 ２億７，６４５万円   

出産退職後他企業に正社員として子どもが6歳で再就職した場合 １億７，７０９万円 ９，９３６万円 

出産退職後パート･アルバイトとして子どもが6歳で再就職した場合 ４，９１３万円 ２億２，７３２万円 



〇女性の大学進学率は1985年の13.7％から2015年の47.4％へと30年で3.5倍に 
〇高学歴女性の就業率は、国際的にも低い（育児等で離職した高学歴女性が労働市場に戻らない） 
〇女性の就業者数の増加の割に、女性の管理職者数の増加は少ない。女性役員数は極めて少ない 
〇男女雇用機会均等法施行元年（1986年)に入社した、現在50代前半の女性総合職の約80％が退職し、管理職（候補）とな
る年齢層が少ない。 

8 

Ⅰ 男女雇用機会均等法から30年－女性の就業はどのように変わったか？ 
（４）女性の採用・登用状況等の変化 

・女性の大学進学率は大幅増 ・日本の高学歴女性の就業率は低い ・女性総合職は経年で退職者が増えている 

21% 
26% 

58% 

79% 
74% 

42% 

0% 
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30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

1986年 1999年 2007年 

退 
職 

在
籍 

出典：共同通信調べ（大手企業28社） 

⇒ 女性のキャリアアップと家庭生活との両立を可能にする環境整備と、女性の能力を十分に生かせる仕組みが必要 
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女性 

男性 
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出典：ＯＥＣＤ２０１５ 

出典：文部科学省/学校基本調査2015 

大学卒業者の就業率 

出典：総務省/労働力調査 

・管理的職業従事者数（男女別）  
及び女性割合の推移 
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Ⅰ 男女雇用機会均等法から30年－女性の就業はどのように変わったか？ 
（５）女性の起業の状況 

・他国との比較ではまだまだ少ない ・日本の起業希望者は、30年前の半分に 
落ち込んでいる。起業家数は、30年前か
ら増えていない。 

〇日本の起業希望者は減少傾向で推移し、2012年度は30年前に比べて半減。起業家数は30年前とほとんど変わらない。 

（万人） 
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男性 

・起業者の男女別・年代別内訳 
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女性 

男性 

出典：中小企業庁/中小企業白書2012  

世界の女性の起業活動（女性（18~64歳）100人当たり（2013年） 

・起業家の性別構成の推移 
（％） 

出典：GEM/2013年調査 

出典：厚生労働省/H24 就業構造基本調査 

出典：厚生労働省/就業構造基本調査 
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Ⅱ 女性活躍の障害  
（１）「硬直的な労働市場と長時間労働」 

 
 

★高度経済成長期以来、一括新規採用と終身雇用制が定着してきた。 

★国際的には労働生産性が低いにもかかわらず、日本では長時間労働が評価されてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★年間総労働時間は減少傾向だが、パートタイム労働者比率が増加したもので、 

一般労働者の労働時間はほぼ横ばい（2000時間で高止まり）で推移している。 
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安定した経済成長が期待できない中、労働市場と職場慣習が女性の人的資本が高まった現代に適応できていない！！ 

16.3  74.0  6.2  
3.4  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

人事評価 
人事評価でプラスに評価されている 

人事評価では考慮されていない 

人事評価でマイナスに評価されている 

不明 

「残業や休日出勤をほとんどせず、時間内に仕事を終えて帰宅すること」に対する人事評価 

出典：内閣府/H26ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査報告書 

頑張っ

ている

人 
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感が
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ができ
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評価さ

れる
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期待さ

れて
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仕事

が遅

い人 

残業

代を

稼ぎた

い人 

仕事

以外

にやる

ことが

ない

人 

10時間未満 38.4 30.4 7.1 7 6.1 37.1 24.2 11.2 

12時間未満 47.8 34.1 10.3 7 6.7 34.3 20 9.2 

12時間以上 52.5 38.8 12.3 8 8.3 26.1 21 12.3 

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 

出典： 内閣府/H26ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査報告書 

ポジティブイメージ ネガティブイメージ 

14.4 

19.5 

25.3 27.3 
28.8 

1910 1840 

1816 1733 1765 

2036 2009 
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2030 

1172 1139 1150 1082 1105 

0 
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15 

20 
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30 

0 

500 
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2500 

Ｈ6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 

パートタイム労働者比率 

総実労働時間全体 

一般労働者の総実労働時間 

パートタイム労働者の総実労

働時間 

時間 ％ 

出典：厚生労働省/H24毎月勤労統計調査 

１日の労働時間別「上司が抱いている残業をしている人のイメージ（想定）（正社員） 

提言（１）短時間で効率良く、生産性を上げる 

      働き方へ改革 
①企業に対する勤務時間等に関する規定の整備 

  ・１週間当たり勤務時間の法定上限設定 

  ・連続勤務時間の法定上限及び勤務間インターバル制度の創設 

②年次有給休暇の法定日数の計画的な取得義務化 

③労働時間ではなく、生産性を評価する人事評価制度の導入推進 

④政府主導による長時間労働是正の気運醸成 

 

（％） 



★雇用機会均等法施行以来、女性の就業率は高まったが、 

転勤・残業が前提の男性型労働慣行のもとでは、適合でき 

ない女性は離脱する。  
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家事・育児に専念す

るため自発的にや

めた, 39.0% 

結婚・出産・育児を

機にやめたが、理由

は結婚・妊娠・出産

に直接関係ない, 
7.2% 

夫の勤務地や夫の

転勤の問題で仕事

を続けるのが難し

かった, 4.7% 

仕事を続けたかった

が、仕事育児の両

立の難しさでやめた, 
26.1% 

解雇された、退職勧

奨された, 9.0% 

子をもつ前と仕事の

内容や責任等が変

わってしまい、やり

がいを感じられなく

なった（なりそうだっ

た）, 2.6% 

その他, 9.8% 特にない, 1.5% 

妊娠・出産前後に退職した理由 

Ⅱ 女性活躍の障害 
（２）「硬直的な職場慣習と女性の就業を支援する子育て環境の未整備」 
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復帰したい 仕事を見つけられた 

55.9  

43.5  42.4  42.0  
36.9  

30.5  28.4  

20.9  19.0  17.5  

0.0  

10.0  
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50.0  

60.0  

子どもを認
可保育園等
に預けられ
れば 

職場に仕事と
家庭の両立に
対する理解が
あれば 

休暇が取り
やすい職場
だったら 

両親等親族
のサポート
を得られて
いれば 

配偶者の積極
的なサポート
を得られてい
れば 

通勤時間が
もっと短け
れば 

短時間勤務
等職場との
両立支援制
度があれば 

残業が少な
い職場だっ
たら 

職場で妊娠や
育児に関する
嫌がらせがな
ければ 

職場の先輩や
上司の女性に
両立の理想モ
デルがいれば 

★日本の女性の復職意欲は米国やドイツに劣らず強い。 

しかし、一度退職すると、補助的業務が主となりやすいこ
ともあり、能力や経験に見合う再就職が困難。 

出典：厚生労働省/両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究 

★環境が整えば、女性の就業は継続していた。 

出典：内閣府/H25ワークライフバランスに関する意識調査 

出典：センター・フォー・ワークライフポリシー 

（％） 

提言（２） ワーク・ライフ・バランスの推進と保育サービスや地域の支え合いによる子育て支援 
     サービスの充実など、家庭生活と両立しながら安心して働き続けられる環境の整備 
 ①ワーク･ライフ･バランスの推進 

 ◇政府主導によるワーク・ライフ・バランスの推進など、ポジティブキャンペーンの積極的展開 

   ◇フレックスタイムや短時間勤務、在宅勤務、テレワークなど多様かつ柔軟な働き方の導入と研 

       修など企業等の取組みに対する支援の充実 

 ◇ワーク・ライフ・バランスの取組み状況の公表の義務化（女性活躍推進法に基づく数値目標と 

       情報公表、事業主行動計画の公表項目の拡大） 
 

 ②保育サービス・子育て支援サービスの充実 

  ◇保育所等の整備、保育サービスの充実、地域少子化対策重点推進交付金の拡充と弾力的
な運用、経済的負担の軽減等 

  ◇事業所内保育施設を設置運営する企業への支援の拡充 

  ◇育休代替職員の確保など、就業継続のための就業環境の整備に取り組む企業等への支援
の充実 

  ◇育児休業からの復帰にあたっての研修や育児退職後の再就職を支援する研修の充実 

  ◇従業員のベビーシッターや家事代行サービス利用支援に取り組む企業への税控除等インセ
ンティブの付与 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（３）「子育てしながら再就業を希望する女性の就業を支援する環境の未整備」 

★結婚や出産、子育てを理由に一度離職した女性の再就職を支援する仕組みの充実が必要。 

提言（３） 子育てしながら再就業を希望する女性の就業を支援する環境の整備  
   ①女性の活躍推進の取組みに対する奨励金の増額等、中小企業における取組みを加速化するインセンティブの付与 

   ②全ハローワークへのマザーズコーナー等の設置や地方が行う女性を対象としたワンストップ就労相談窓口への支援 

   ③ひとり親など早期再就職の緊急度が高い求職者に対して、就職支援ナビゲーターなどハローワークにおいて個人ごとにき
め細かく就職支援を行う専任の支援員の配置拡大 

   ④スキルアップ研修をはじめ、育児等と両立しやすい短時間訓練や託児サービス付き職業訓練など、育児等による退職後の
再就業を支援する研修・職業訓練の拡充 

   ⑤大学等において女性の学び直しを促進し、再チャレンジの後押し。また、学び直し後の再就業を支援するため、企業側への
雇用促進の働きかけの実施 

◇ハローワークにおけるマザーズコーナーの設置状況（Ｈ２８．４月現在） 

◇ハローワークとの一体的事業など、女性の就業支援のためのワンストップサービスを提供している例（託児付相談に応じている事例：Ｈ２８．４月現在） 

【主な機能】 
・保育に関する相談や保育情報の提供、キッズコーナーや保育室・託児室の設置 
・キャリアアップの相談や研修会の実施・職業相談や職業紹介（ハローワークと連携） 
・起業のための相談や支援                                       など 

◇子育てをしながら再就業・起業したいと考えている女性のためのワンストップ窓口の設置 

全国のハローワーク設置数 マザーズコーナー設置か所 
設置率 

（出張所・分室含む） （マザーズハローワーク含む） 

５４４か所 １８７か所 ３４．４％ （厚生労働省ＨＰより） 

実施している都道府県数 Ｈ２８年度予算額 

１７ ６８０，２１０千円 （全国知事会男女共同参画ＰＴ調べ） 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（４）「進まない男性の家事・育児への参画」 

 ★女性の家事・育児の負担が大きい。共働き世帯でも、女性は男性の約6倍、家事・育児に従事している。 

★妻が正社員の男性で育児休業を取得したのは8.8％。妻が非正規社員や無業の場合は5％未満で低いが「利用希望だが利用できていない」割合は3割
程度いる。 

６時間以上　　

４時間以上６時
間未満

２時間以上４時
間未満

２時間未満　　

家事・育児時間
なし

総数　　　　　

0% 20% 40% 60% 80% 100%

67.4

55.3

48.1

25.8

9.9

47.4

32.6

44.7

51.9

74.2

90.1

52.6

★夫の家事・育児時間が多いほど、第２子以降が生まれる傾向にある。  

提言（４）男性の家事・育児への参画促進 
①イクボス・イクメンの推進やワーク・ライフ・バランスの推進等、政府主導 

 により企業を巻き込むなど、更なるポジティブキャンペーンの積極的展開 

②育休代替職員の確保など男性の育児参画を推進する就業環境の整備に取り 

 組む企業等への支援の充実 

③男性の育児参画のための有給の特別休暇制度の創設と年休の取得を 

 義務付ける関係法令の早期成立 

④男性の育児休業取得等、家事・育児参画を促進する企業に対する奨励 

 金の交付等 インセンティブの付与 
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出典：厚生労働省/Ｈ２６雇用均等基本調査 
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8:55 

3:56 
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妻 

夫 

妻 (家事関連のう

ち)育児 
家事関連(育児

除く) 
仕事等 

共働き世帯 

夫が有業で 
妻が無業の世帯 

(時間) 

家事関連 6:08 

うち育児 

8:53 

1:06 

10:00 

1:10 

4.4 

3.8 

8.8 

5.4 

11.2 

11.5 

16.1 

12.6 

28.4 

22.1 

25.8 

26.2 

16.6 

19.2 

17.0  

17.5 

21.5 

22.1 

17.3 

20.2 

17.9 

21.2 

15.1 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

妻無業（687） 

妻非正社員（312） 

妻正社員（411） 

男性全体（1478） 

制度あり 制度を利用した 制度あり 制度を利用しなかったが、利用したかった 

制度あり 制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった 制度無し 制度を利用したかった 

制度無し 制度を利用したいと思わなかった 制度無し わからない 

利用希望だが利用  
できていない割合 

30.1% 

33.1% 

30.7% 

27.8% 

妻の就労形態別男性の育児休業取得状況 

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング/H27仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査 

出典：厚生労働省/2011年第9回21世紀成年者縦断調査 

子どもがいる夫婦の夫の家事・育児時間別にみた、この8年間の第2子以降の出生の状況 

出生あり 出生なし 

６歳未満の子どもをもつ妻・夫の家事関連（うち育児）時間、仕事等時間 

出典：仕事と生活の調
和連携推進・評価部会
/仕事と生活の調和レ
ポート2013 



Ⅱ 女性活躍の障害 
（５）「進まない男性の介護への参画と介護を支援する社会環境の整備」 

26.8 

20.9 

50.4 

51.2 

10.4 

12.4 

3.3 

2.8 

9.1 

12.7 

0 20 40 60 80 100 

勤労者/女性 

勤労者/男性 

非常に不安を感じる 不安を感じる 
不安を感じない まったく不安を感じない 
わからない 

出典：H24年度厚生労働省委託調査「仕事と介護の両立に関す
る労働者アンケート調査」 

(％) 

就労者における仕事と介護の両立に対する不安の有無 

出典：厚生労働省/H25雇用均等基本調査 

17100 16100 20900 18400 19900 

71500 65700 
77700 

65900 
81200 
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80.3  

0.0  
10.0  
20.0  
30.0  
40.0  
50.0  
60.0  
70.0  
80.0  
90.0  

0 

50000 

100000 

150000 

20 21 22 23 24 

介護・看護を理由に離職・転職した人数 

男性 女性 総数における女性の比率 

H 

出典：総務省/H24就業構造基本調査 

256 
298 

345 
384 409 432 440 453 467 485 506 531 561 584 

0 

200 

400 

600 

800 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

要介護者数の推移 

H 

★要介護者数は年々増加している。２０２５年には団塊の世代が後期高齢者となり、今後も増加すると見込まれる中、介護・看護を理由とした離職・転
職者は年間約１０万人。男女とも仕事と介護の両立に対する不安を感じている。 
万人 

★仕事と介護を両立しやすい職場環境を整備している企業はまだ５割程度。 
そのうち、介護休業制度等の法定項目以外は整備率が低い。 

年間約 
１０万人 

★介護の問題を抱えている従業員を把握している企業はまだ５割程度。 

提言（５） 介護サービスや地域の支え合いによる介護支援サービス
の充実など、家庭生活と両立しながら安心して働き続けられる環
境の整備 

 

①介護施設の整備・介護支援サービスの充実 
②短時間勤務や在宅勤務、テレワークなど多様かつ柔軟な働き方の導入と研修など企業等 
 の取組みに対する支援の充実 
③介護休業の取得回数制限の緩和や取得可能日数の増加等、制度の柔軟化 
④事業主及び雇用者の双方に対する介護休業・助成金制度の周知促進 
⑤企業における介護に関する相談窓口の設置に対する助成制度の新設 
⑥家事代行サービス利用に取り組む企業へのインセンティブの付与 

4.2 

7.6 

16.6 

17.8 

22.9 

23.6 

27.6 

84.3 

0 50 100 

経済的な支援 

管理職に対する研修等 

介護に関する相談 

法定以外の制度等取組の充実 

介護に直面した従業員への情報提供 

従業員の実態把握やニーズ把握 

制度を利用しやすい職場づくり 

介護休業・休暇制度等に関する法定整備 

(％) 

出典：厚生労働省/H25介護保険事業状況報告 

出典：厚生労働省/H25雇用均等基本調査 

把握して 
いる 

把握方法（複数回答） 
把握してい
ない 

上司等によ
る面談 

自己申告 
従業員 
アンケート 

介護に関す
る相談窓口 

その他 

５１．７ 
（１００．０） 

（５０．２） （６０．７） （１．２） （２．６） （１６．９） 48.3 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（６）「子育てと介護のダブルケアを行う者が勤務を継続できる環境の未整備」 

★子育てと介護のダブルケアを行う者は約25万人（女性約17万人、男性約8万人）と推計。30代、40代がその8割を占め、ダブルケアを行う男性の9
割、女性の半数は「仕事が主」とする有業者である。 

167,500  

85,400  

0  50,000  100,000  150,000  200,000  

女性 

男性 

（人） 

ダブルケアを行う者の推計人口 

1.4 

1.6 

1.1 

7.4 

8.5 

5.2 

16.4 

16.4 

16.5 

25.8 

27.0 

23.5 

27.1 

29.3 

22.9 

12.5 

11.1 

15.3 

4.6 

3.0 

7.8 

4.5 

3.1 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

全体 

女性 

男性 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55歳以上 ３０代 42.2％ 40代 39.6％ 

ダブルケアを行う者の年齢構成 

出典：総務省/「平成24年度就業構造基本調査」より内閣府特別集計 

・ダブルケアに直面する前後の業務量や労働時間の変化 

・ダブルケアを行う者が行政・勤め先に充実してほしいと思う支援策 

提言（６）子育てと介護のダブルケアを行う者が、家庭生活と両立しながら安心して
働き続けられる環境の整備 

①育児と介護のダブルケアに関する実態調査の継続実施と公表 

②ダブルケアマネージャーなど育児と介護の両方の相談や支援ができる専門家 

 の養成 

③フレックスタイムや新たな休暇制度の創設など柔軟な働き方を可能にする仕組 

 みを導入した企業に対する支援 

★ダブルケアに直面したことにより、「業務量や労働時間を変
えなくて済んだ」者は、男性で約半数に対し、女性は約3割。 

9.8% 

12.0% 

30.0% 

47.9% 

8.4% 

10.5% 

13.1% 

11.0% 

21.2% 

16.1% 

17.5% 

2.6% 

女性 

男性 

増やした 変えなくて済んだ 

増やしたかったが変えられなかった 減らしたかったが変えられなかった 

減らした（うち無職になった者以外） 減らした（うち無職になった） 
出典：内閣府/H27株式会社NTTデータ経営研究所委託調査 

   ＜行政に期待する支援策＞ 

（主なもの） 男性 女性 

 ①保育施設の量的充実 22.8% 22.6% 

 ②子育て・介護費用の負担軽減 19.2% 26.4% 

 ③介護保険が利用できる介護
サービスの量的拡充 

16.7% 12.3% 

（男性より女性に多いもの） 
 子育て・介護費用の負担軽減
（再掲） 

19.2% 26.4% 

 子育て・介護に関する手続きの
簡素化 

1.1% 5.4% 

出典：内閣府/H27インターネットモニター調査に
よるダブルケアを行う者の意識調査 

        ＜勤め先に期待する支援策＞ 

（主なもの） 男性 女性 

 ①子育てのために一定期間休める仕組み 18.3% 18.4% 

 ②介護のために一定期間休める仕組み 12.0% 9.8% 

 ③介護のために1日単位で休める仕組み 8.3% 7.0% 

 ④子育てのために1日単位で休める仕組み 7.5% 6.6% 

 
（男性より女性に多いもの） 

 休暇・休業を取得しやすい職場環境の整備 3.5% 8.6% 

 制度を利用する際の上司や同僚の理解 2.1% 4.5% 

 テレワークや在宅勤務等の導入 3.7% 6.1% 

 柔軟な労働時間制（フレックスタイム制等） 6.8% 8.6% 

出典：総務省/「平成24年度就業構造基本調査」より内閣府特別集計 

出典：内閣府/H27株式会社NTTデータ経営研究所委託調査 15 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（７）「採用・任用・昇進、賃金等雇用の機会に現存する男女格差」 

★労働者のうち、女性は男性よりも平均年齢が若く、平均勤続年数も短い。    

Ｈ27 厚生労働省 賃金構造基本統計調査 

★勤務年数の差が職階への昇任にも影響
し、賃金格差の要因となっている。    

出典：厚生労働省/H27賃金構造基本統計調査 

★学歴が同じ場合でも、勤務年数の差、職階の差が 
平均年収の差の要因となっている。    

出典：厚生労働省/H24賃金構造基本統計調査 

348.3 

259.3 229.1 
181.0  

0 

200 

400 

男性 女性 

正社員・正職員 

正社員・正職員以外 

15～24歳, 
16.9% 

25～

34歳, 
15.4% 

35～44歳, 
11.5% 45～54歳, 

9.0% 

55～64歳, 
23.9% 

65歳以上, 
23.3% 

男, 

32.0% 

女, 

68.0% 

★非正規の職員・従業員が多い年齢階級は、男性は55歳以上に対し、
女性は35～54歳と現役世代に多い。   

年齢階級別非正規職員・従業員の内訳 

15～24

歳, 9.2% 

25～34

歳, 
14.3% 

35～44

歳, 
23.8% 

45～54

歳, 
24.5% 

55～64

歳, 
19.3% 

65歳以

上, 8.8% 

男 
女 

★正社員も正社員以外も男性の方が、女性よりも年収が高い。    

出典/厚生労働省Ｈ２７賃金構造基本統計調査 

提言（７） 女性の待遇改善と、あらゆる雇用の機会における男女均等の推進 
①非正規雇用者に対する育児休業取得促進などの就業環境の整備や正規雇用化に向けた取組みを行う 
企業への支援策の拡充 
②中長期的なキャリア形成を支援する教育訓練制度の充実 
③待遇改善に関する企業への助成制度の充実と活用促進 

出典：総務省/H27労働力調査 

（万円） 

男女間の賃金格差の要因 

調整した事項 
男女間格差 

（男性を100とした場合の女性の水準） 

（原数値） （調整済み） 

勤続年数 70.9    76.1 
職      階 72.9  83.9  
年      齢 70.9  71.9  
学      歴 70.9  71.5  
労働時間 70.9  72.1  

労働者の平均年齢及び平均勤続年数 
男 女 

平均年齢 平均勤続年数 平均年齢 平均勤続年数 
40.3 歳 17.6 年 37.9 歳 14.7 年 

男女間賃金格差の国際比較 

出典：日本：厚生労働省/賃金構造基本統計調査 
    その他：（独）労働政策研究・研修機構/データブック国際労働比較2012 
注１：原則、全産業の賃金額。労働者の範囲は国により異なる場合がある。 
日本は一般労働者の所定内給与額。 
注2：フランスは2007年値の時間あたり賃金。 
注3：ドイツの2005年は製造業のデータ。 
注4：男女間賃金格差は、男性の賃金（日本は所定内給与額。以下同じ）を100とした
場合の女性の賃金の割合。 
注5：原則、全産業の賃金額。労働者の範囲は国により異なる場合がある。 
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    学歴別平均年収            

学歴（年収） 男  性 女  性 

高校卒 288万2000円 207万7000円 

高専・短大卒 308万8000円 252万5000円 

大学・大学院卒 402万5000円 287万8000円 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（８）「女性のキャリア開発・登用促進の支援策の不足」 

★管理職になると、労働時間の男女差は小さくなる一方、 
家事分担は管理職でも妻が多く担っている。 

①女性の意識改革 

39時間

以下, 

3.7% 

40～44

時間, 

17.3% 

45～49

時間, 

30.6% 

50～59

時間, 

34.3% 

60時間

以上, 

14.0% 男性 

39時間

以下, 

3.8% 40～44

時間, 

19.8% 

45～49

時間, 

32.6% 

50～59

時間, 

30.9% 

60時間

以上, 

12.5% 女性 

夫６０％

以上, 

1.0% 

ほぼ半

分, 8.5% 

妻６０％

以上, 

90.0% 

男性  

夫６

０％以

上, 
10.3% 

ほぼ半

分, 

18.0% 

妻６

０％以

上, 
71.6% 

女性 

・管理職の1週間の平均労働時間（残業含む） 

・管理職の正社員夫婦間家事分担の割合 

②仕事とキャリアアップの両立困難 
★女性管理職が少ない、あるいは全くいない企業の理由として、 
「必要な知識を有する女性がいない」「女性が希望しない」が多い。 

提言（８） 女性の管理職への登用促進やキャリアアップ、職域拡大など女性が活躍できる職場環境の整備 

①中小企業における女性の管理職への登用促進（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務化引き下げ、中小企業への策定支援アド 

 バイザー派遣等） 

②小中高校及び大学等各ステージにおける男女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育の実施（副教材等の制作と授業での活用促進） 

③これまで女性の参画が少なかった分野への職域拡大のための支援（研修派遣に対する助成、資格取得支援、インターンシップ充実） 

④女性を対象としたメンター（助言役）制度や管理職研修の充実等企業が実施する取組みへの支援 

⑤農林水産業分野における女性の登用・経営参画等、女性が活躍できる環境整備 

出典：厚生労働省/H25雇用均等基本調査 

企業からみた女性管理職が少ない理由 

24% 

26% 

26% 

28% 

46% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

自分には能力がない 

メリットはない又は低い 

周りに女性の管理職がいない 

責任が重くなる 

仕事と家庭の両立が困難になる 
総合職女性が管理職を希望しない理由 

出典：厚生労働省/H25雇用均等基本調査 

20% 
2% 

6% 
11% 

2% 
6% 

16% 
19% 

21% 
58% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

その他 
周囲が歓迎しない 

業務負荷大 
家庭責任 
全国転勤 

長時間労働 
昇進前退職 

在職年数不足 
女性の意識 

知識経験不足 

出典：労働政策研究・研修機構/男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果 



18 

Ⅱ 女性活躍の障害 
（９）「進まない女性の起業環境の整備」 

0.0  

20.0  

40.0  

60.0  

80.0  
起業活動の浸透 

事業機会の認識 

知識・能力・経験 職業選択に対する評価 

起業家の社会的な地位に対す

る評価 

アメリカ 

イギリス 

フランス 

ドイツ 

日本 

出典：GEM「2012Global Report」 

※アメリカの「起業家の社会的な地位に対する評価」及
び「職業選択に対する評価」の数値は2010年のもの  

・起業活動に関する意識の国際比較（男女） 

提言（９） 女性の起業に対する総合的な支援 
①事業の立ち上げから運営までのワンストップ相談支援 
の仕組みの整備 
②起業に対する手続き数や期間の負担軽減 
③低利融資や補助等資金面・信用付与その他財政面の 
支援の充実 
④ロールモデル事例の紹介、メンター制度の事例紹介や 
ネットワークの構築に向けた支援の充実 
 

★起業に関する意識調査では、日本は欧米諸国に比べて、周囲の起業家
との接点が少なく、事業機会や知識・能力・経験も乏しい。 

  
シンガ
ポール 

香港 アメリカ 
イギリ
ス 

韓国 
フラン
ス 

ドイツ 日本 

総合順位 3 5 20 28 34 41 111 120 

会社登記に要す
る手続き数 

3 3 6 6 5 5 9 8 

会社登記にかか
る日数 

2.5 2.5 5 12 5.5 6.5 14.5 22 

開業コスト 0.6 0.8 1.5 0.3 14.6 0.9 4.7 7.5 

・起業環境の国際比較 

出典：世界銀行「Doing Business 2014」 
※1.register firmを会社登記と訳。 
※2.開業コストは、一人あたりの所得に占める金額の割合を表している。 

★日本は、他国に比べると、起業に要する手続き数や期間、
費用面で負担が大きい。 

18.1  

30.4  

35.9  

38.2  

41.7  

4.9  

36.9  

44.0  

32.0  

36.6  

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  

家事・育児・介護との両立 

販売先の確保 

開業資金の調達 

事業に必要な専門知識・ノウハウ不足 

経営に関する知識・ノウハウ不足 

男性（ｎ＝３０９） 

女性（ｎ＝３０９） 

出典：経済産業省/中小企業白書2012 

24.3  

5.2  

16.5  

23.0  

29.1  

35.0  

24.6  

2.3  

10.7  

27.5  

35.6  

22.3  

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  

特になし 

保育施設や家事支援、介護支援等のサービスの拡充 

経営に関するセミナーや講演会 

低金利融資制度や税制面の優遇措置 

仕入先や販売先の紹介 

同じような立場の人（経営者等）との交流の場 

男性（ｎ＝３０９） 

女性（ｎ＝３０９） 

起業時の課題（男女別・複数回答） 

起業時に欲しかった支援（男女別・複数回答） 

出典：経済産業省/中小企業白書2012 
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Ⅱ 女性活躍の障害 

（10）「女性の就業拡大を阻む税・社会保障制度」 

★社会保険で就業調整が生じる構造は、「１３０万円の壁」と「週３０時間労働の壁」。 

提言（１０） 働き方に中立的な税・社会保障制度の見直し 

①１３０万円の壁等、女性の就業拡大を阻む社会保障制度の見直し 

②個人所得課税の控除の在り方等について、働き方への中立性の観点から、 

  幅広い検討の実施 

出典：H28みずほ総合研究所 

130万円 

（年収） 

30時間 （労働時間／週） 

・国民年金第１号被保険者 
 
・国民健康保険被保険者 
  
＜本人保険料負担あり＞ 

・国民年金第３号被保険者 
 
・健康保険被扶養者 
  
＜保険料負担なし＞ 

・厚生年金被保険者 
（国民年金第２号被保険者） 

 
・健康保険被保険者 

＜保険料負担あり（労使）＞ 

★２０１６年１０月から、厚生年金・健康保険の適用拡大予定。 
 さらなる就業調整による働き方の可能性も。 

現行の適用基準 ２０１６年１０月１日以降 

週所定労働時間 
３０時間以上 

①週所定労働時間２０時間以上 
②月額賃金８．８．万円以上 
（年収１０６万円以上） 
③勤務期間１年以上見込み 
④学生は適用除外 
⑤従業員５０１人以上の企業 

出典：H28みずほ総合研究所 

現行の制度が導入された１９６１年当時はシングルインカム世帯が一般的。 

１９９０年代半ば以降、共働き世帯がシングルインカム世帯数を上回り、税・
社会保障制度が時代に合わなくなっている。 

既婚女性の、より高収入のフルタイム就業の機会を妨げる「就業調整」を抑
制する改革が必要。 

★配偶者の給与収入が１０３万円を超えると納税者本人の配偶者控除の適用がな
くなることにより、配偶者の給与収入が増えても、世帯で見れば「手取りの逆転現
象」（いわゆる「壁」）が生じていたが、配偶者特別控除の導入により現行においては
税制上の壁は解消されているとされる。 

★納税者本人は配偶者控除等の適用を受け、配偶者が基礎控除の適用を受ける
ことで、二重に控除を享受する場合があるなど、不公平感を是正する必要がある。 

出典：財務省／H26  政府税制調査会資料 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（11） 「本気度は予算でわかる！財源措置が不十分」  その１ 

★都道府県における女性の就業率や女性管理職の割合、 
  合計特殊出生率等、地域によって状況は異なる。    

★現行の「地域女性活躍推進交付金」は単年度の制度。 
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千葉

東京

神奈川

新潟
富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山広島

山口

徳島

香川
愛媛

高知

福岡
佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

  予算額 国庫負担割合 都道府県交付限度額 市町村交付限度額 

Ｈ２５年度 １億2,000万円 10/10 500万円 500万円 

Ｈ２６年度 4億円  8/10 1,600万円 400万円 

Ｈ２７年度 3億円  8/10 1,600万円 400万円 

女性活躍推進交付金の予算額の推移（毎年度補正対応） 

提言（１１） 女性活躍の推進に政府と自治体が連携して、本気で取り組むための十分な財源の確保① 

 ◎女性活躍推進交付金の国庫負担割合10/10への復元と十分な財源の確保及び柔軟な運用 

女性活躍推進交付金を活用した取組事例（全国知事会男女共同参画ＰＴ調べ） 

Ⅰ ワーク･ライフ･バランスの推進に関するもの 

Ⅱ 女性の就業における活躍の推進に関するもの 

出典：【管理職割合】総務省「平成24年就業構造基本調査」 
    【Ｍ字の深さ】総務省「平成24年就業構造基本調査」 

           【合計特殊出生率】厚生労働省「平成24年人口動態統計」 

縦軸：「各都道府県の管理職比率－全国平均の管理職比率」 
横軸：「全国平均のＭ字の深さ－各都道府県のＭ字の深さ」 
緑の▲は出生率上位10都道府県、赤の◆は出生率下位10都道府県 

都道府県で異なるＭ字の深さ、女性管理職の割合、合計特殊出生率 

内       容 都道府県における取組み例 都道府県数 交付金額 

ワークライフバランスの推進に向けた
環境の整備 

 トップセミナーの開催 
 ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録・認証、奨励金交付 
 企業へのアドバイザー派遣   など 

11  5715万円 

子育て・介護をしながら、安心して働き
続けられる環境の整備 

 企業向け両立支援セミナー開催 1  39万円 

男性の家事・育児・介護への参画促進  地域のイクメン、イクボスリーダー養成 1  170万円 

内       容 都道府県における取組み例 都道府県数 交付金額 

女性の登用・キャリア向上・職域拡大 
 女性活躍推進法に基づく協議会等の設置運営 
 キャリアアップセミナー  など 

26  1億2137万円 

女性の就業・再就業支援  再就業に向けたカウンセリング、就職支援セミナー開催 など 10 3926万円 

女性の就業継続 
 マタハラ・パタハラ防止に向けたマニュアル作成 
 各種相談 

2  476万円 

女性の起業支援 
 起業セミナーの開催 
 ネットワークづくり支援 など 

6  887万円 

農業分野における活躍推進 
 多分野との交流と企画提案力育成 
 女性リーダー育成 

2  431万円 
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Ⅱ 女性活躍の障害 
（１１） 「本気度は予算でわかる！財源措置が不十分」 その２ 

★地方公共団体の主体的な取組みを加速するためには、地域の実情に合わせた独自の施策展開を継続的に支援することが必要。 

提言（１１） 女性活躍の推進に政府と自治体が連携して、本気で取り組むための十分な財源の確保② 

◎ 地域の実情に合わせた独自施策展開を継続的に支援する「女性活躍応援基金」の創設 

都道府県における一般財源による取組みの事例 （全国知事会男女共同参画ＰＴ調べ） 
Ⅰ ワーク・ライフ・バランスの推進に関するもの 

内    容 都道府県における取組み例 都道府県数 一般財源額 

 長時間労働を是正するための働き方の見直し 
 働き方をテーマとした労働講座の開催 
 中小企業向けコンサルティングの実施と成功事例の発信 等 

１０ 15億6876万円 

 ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた環境の整備 
 ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録・認証、奨励金交付 
 企業へのアドバイザー派遣   など 

４２ 5億5603万円 

 子育て・介護をしながら、安心して働き続けられる環境
の整備 

 育児・介護休業期間中の生活資金の低利融資 
 育児休業給付金に上乗せ賃金を支給した事業者への補助 
 児童福祉施設の職員の出産等長期休暇の際の代替職員任用費用の一部助成 等 

５ 5719万円 

 男性の家事・育児・介護への参画促進 
 イクメン応援宣言企業登録制度の創設 
 イクボス・イクメン・イクジィ育成セミナー 
 育児休業や孫育て休暇の制度化など事業主に対する奨励金支給 等 

２４ 1億1970万円 

Ⅱ 女性の就業における活躍の推進に関するもの 

 内    容 都道府県における取組み例 都道府県数 一般財源額 

 女性の登用・キャリア向上・職域拡大 
 女性活躍推進法に基づく協議会等の設置運営 
 キャリアアップセミナーの開催  等 

３８ 12億5916万円 

 女性の就業・再就業支援 
 就業・再就業支援のための相談窓口の設置 
 育児中の求職者の職業訓練中の託児費用に対する奨励金支給 等 

３５ 16億2739万円 

 女性の就業継続 
 企業が育休代替職員を引き続き雇用する場合の経費助成 
 女性従業員を対象とした仕事と子育ての両立に関する研修会開催及び自社での報告会
開催企業に対する奨励金支給 等 

１３ 2億574万円 

 女性の起業支援 
 起業セミナー、相談会の開催 
 創業者との交流会の開催 
 ネットワークづくりへの支援 等 

１９ 2億1905万円 

 農業分野における活躍推進 
 アグリウーマン優良事例集の作成 
 農業経営者ビジネスモデル実現に必要な視察研修、資格取得、コンサルティング等の
経費助成 等 

３５ 2億3309万円 

都道府県の 
一般財源額 

 
約 ２４億円 

都道府県の 
一般財源額 

 
約 ３６億円 

計 約６０億円 
の財源が必要！ 

（一般財源額には、交付金事業等に伴う自治体負担分と自治体単独事業を含む） 



ライフステージに対応した活躍支援 

  

                                                                                                                

○学校等におけ 
 る男女共同参 
 画の視点を踏 
 まえたキャリア 
 教育 
 
○幅広い分野へ 
 の進路選択を 
 可能とする教育 

○活き活きと活躍したいという就労意 
 欲の向上 
 
○男女の雇用機会均等（採用、任用、 
 登用、賃金等） 
 
○長時間労働等働き方の見直し 
 
○正規雇用化 
 
○女性の職域拡大 
 
○個人の事情に合わせた、多様な働 
 き方の導入 

○男性の家事・育児・介護への参画促進 
 

○保育所や介護施設等、保育や介護を支
える基盤整備と多様なサービスの充実、地 

域の支え合いによる子育てや介護支援の
充実など、安心して働き続けられる環境整 
備 
 

○女性のキャリアアップと家庭生活との両
立支援 

○再就業に向けた意欲の
後押し 
 

○再就業に向けた準備や
就職活動に向けた相談機
能の充実 
 
○ひとり親への再就業支援 
 

○社会保障制度等の見直
し 
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進路選択 就 労 結婚・出産・子育て 就業継続 

離職 再就業 

個人も幸せ！ 
社会も幸せ！ 

多様な働き方により、男女ともに活躍し続けられる社会へ 


